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公益目的事業：

学術、技芸、慈善その他の公益に関する

別表各号（次項）に掲げる種類の事業で

あって、

かつ、不特定かつ多数の者の利益の増

進に寄与するものをいう
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≪公益社団法人、一般社団法人の特徴≫

・旧民法の規律、指導監督基準に従う必要がある。

税　　制

・法人法に適合することが前提だが、比較的柔軟に運営すること
が可能。

非営利型法人 非営利型法人以外の法人

・法人税法上は、公益法人等として取り扱われる。
　□収益事業のみ課税対象
　□みなし寄附金の適用あり
・利子等に対する源泉所得税は非課税。

・法人税法上は、公益法人等として取り扱われる。
　□収益事業のみ課税対象
　□みなし寄附金の適用なし
・寄付者にとって寄付金税額控除が可能。
・利子等に対する源泉所得税は非課税。

・Ｈ２０年改正公益法人会計基準に基づき、収支予算書、財務諸
表を作成する。
　　□会計、事業ごとに区分経理
　　□損益ベースでの作成

・公益目的支出計画を作成する必要があるため、左記公益社団法
人と同様の収支予算書、財務諸表を作成する。

成立・認定の要件

・認定法で規定される公益認定基準（別紙）を満たす必要がある。
・認定法６条の欠格要件に該当しないこと。（例：役員等に他の認定
を取消された公益法人の理事であったものがいることなど）
　Ｈ25.11までに申請書を公益認定等審議会（福岡県）に提出し、認定さ
れることが必要。

・定款が法人法の規定に違反していないこと。
・一定の財産を保持している場合、その財産について公益目的事
業等で使用する計画を作成し、行政庁に認可されること。

・主務官庁の指導監督に従って事業を行う。

・公益法人会計基準に準拠した財務諸表を作成する必要がある。

社会的信用力

・「公益社団法人」を独占的に使用可能。
・事業内容、財務内容が認定基準を満たすことを行政庁により担
保されている。

現状（特例民法法人）

・主務官庁の許可を得て設立。

・主務官庁の許可、監督を受けていることにより社会的信用力は
担保されている。

・主務官庁の監督を受ける。

財　　産

・遊休財産の保有の制限がある。
・公益認定を取り消された場合（自ら一般社団法人へ移行した場
合を含む）、１ヶ月以内に他の類似の目的を持つ法人等に「公益目
的取得財産残額」を譲渡しなければならない。

・「公益目的財産額」についてのみ「公益目的支出計画」に従った
使用の制限がある。
・「公益目的支出計画」が完了した時点で保有財産に関する制限
はなくなる。

組織運営

・理事会、監事、会計監査人等の機関を設置する必要がある。
・法人の運営に役員等が適切に関与する体制を構築する必要が
ある。（※）
※定款、諸規程等を整備することが必要になる。

事業活動

・公益目的事業の損益については収支相償（±０円以下）である必
要がある。
・公益目的事業の費用額が法人全体の費用額の５０％以上でなけ
ればならない。
・その他認定基準で規定される下記事項を遵守する必要がある。
　　  □法人関係者への特別の利益供与の禁止
　　　□営利事業者への　〃
　　　□社会的信用、公序良俗に反する事業の禁止
・毎事業年度、認定基準に準拠する必要がある。

・一定の期間（公益目的支出計画が完了するまで）は、これまで実
施してきた継続事業を行う必要がある。
・上記の期間終了後は、法人法の規律は遵守する必要はあるが、
事業活動を比較的自由に行うことができる。

会　　計

・指導監督基準で内部留保の制限がある。

・社員の構成、事業の内容、実績等で判断されることになる。

一般社団法人公益社団法人

監　　督

・行政庁による報告徴収、立入検査、勧告・命令・認定の取消しあ
り。

・法人法の規律のみ。
（注）公益目的支出計画を実施している一般社団法人については、計画
に定めた事業を確実に実施する必要がある。また、公益目的支出計画
の確実な実施を確保するために必要な範囲内で整備法に基づく行政庁
の監督が行われる。

・剰余金の分配を禁止する

定款の規定が必要などの要

件がある。

・法人税法上は、公益法人

等として取り扱われる。

□収益事業のみ課税対象

□みなし寄附金の適用なし

・法人税法上、普通法人とし

て取り扱われる。

□全ての所得について課税

○会費等についても課税の

対象となる

○医師会が経営する病院

は、法人税法上の公益法
人等の場合は、課税対象

外だが、法人税法上の普
通法人に該当する場合は、

課税対象となる

・過去の蓄積財産について
精算課税が行われる。

（税務上の区分）
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  ハ）普通法人（税務上）へ移行した場合の精算課税 

     普通法人へ移行した場合、過去の蓄積財産について精算課税が行われることに留

意する。 

     過去の蓄積財産（公益目的財産額）から利益積立金額（法人税別表 5-1 に記載さ

れている課税済利益）を控除した金額が課税対象となる。ただし、これについて一

度に課税されるわけではなく、毎年、公益目的支出計画の実施事業の損益額につい

て課税されることになる。 

     事例  

        公益目的財産額：25,000 

        利益積立金額 ：15,000 

（各事業の会計上の損益） 1年目 2年目 3年目 4年目

公益目的支出計画の実施事業損益 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000

その他の事業の損益 12,000 12,000 12,000 12,000

法人全体の損益 7,000 7,000 7,000 7,000

 

負　債

資　産 公益目的財産 5,000

25,000 5,000

移行時点のＢＳ

（うち課税済利

益 15,000）

課
税
対
象
蓄
積
財
産
額

課
税
所
得
に
加
算

 

課税所得金額 12,000 12,000 7,000 7,000

 

 

 

 

 

 

 



【収益事業の範囲】（法人税施行例第５条）

29．医療保健業（財務省令で定める血液事業を含む。以下この号において同じ。）のうち

　次に掲げるもの以外のもの

　イ）　日本赤十字社が行う医療保健業

　ロ）　社会福祉法第22条に規定する社会福祉法人が行う医療保健業

　ハ）　私立学校法第３条に規定する学校法人が行う医療保健業

～

～

タ）　イからヨまでに掲げるもののほか、残余財産が国又は地方公共団体に帰属すること、

一定の医療施設を有していること、診療報酬の額が低廉であることその他の財務省

令で定める要件に該当する公益法人等が行う医療保健業

　一定の地域内の医師又は歯科医師を会員とする公益社団法人又は法別表第２

に掲げる一般社団法人で、その残余財産が国又は地方公共団体に帰属するこ

と、当該法人の開設する病院又は診療所が当該地域内のすべての医師又は歯科

医師の利用に供されることとなっており、かつ、その診療報酬の額が低廉であるこ

とその他の財務省令で定める要件に該当するものが行う医療保健業

ワ）
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◆ 公益目的支出計画の実施と法人の財産の推移 

（各事業の会計上の損益） 1年目 2年目 7年目 8年目

公益目的支出計画の実施事業損益 △ 2,000 △ 2,000 △ 2,000 △ 2,000

その他の事業の損益 3,600 3,600 3,600 3,600

法人全体の損益 1,600 1,600 1,600 1,600

期首正味財産 14,000 15,600 0 23,600 25,200

期末正味財産 15,600 17,200 0 25,200 26,800

・・・

 

 

 

 

負　債 負　債

資　産 2,000 資　産

公益目的財産 2,000 純資産

14,000 ・・・ 26,800

2,000

※ 8年後の純資産額の計算

移行時点のＢＳ 移行から8年後のＢＳ

※

公益目的財産額
14,000

実施事業の損益

△16,000
（△2,000×8年）

その他事業の損益

28,800（3,600×8年）
＋ ＋

8年後の純資産

額 26,800
＝

7年後の時点で移行時の公益目

的財産額は ０となり、公益目的支

出計画は完了する

 


